
1vol.7（2010.10） 1

新・判例解説 Watch ◆ 民法（家族法）No.81

1vol.18（2016.4） 1

　　　　ローライブラリー ◆ 2016年 1月22日掲載　
文献番号 z18817009-00-040811302

DV高葛藤事案における面会交流の可否及び方法

【文 献 種 別】　決定／東京高等裁判所
【裁判年月日】　平成 27年 6月 12 日
【事 件 番 号】　平成 27年（ラ）第 608 号
【事　件　名】　面接交渉審判に対する抗告事件
【裁 判 結 果】　変更（確定）
【参 照 法 令】　民法 766 条、家事事件手続法 39条別表第 2Ⅲ
【掲　載　誌】　判時 2266 号 54 頁

…………………………………… ……………………………………
LEX/DB 文献番号 25541293

事実の概要

　抗告人Ｘ（父）と相手方Ｙ（母）は婚姻後同居
していたが、ＸがＹに対し怪我を負わせたことか
ら、Ｙは長男（3歳）と次男（1歳 5か月）（以下「未
成年者ら」）を連れて家を出た。ほどなく、Ｙは
離婚調停などを申し立てた。これに対しＸは、監
護者指定審判・引渡審判などとともに未成年者ら
との面接交渉を求める調停を申し立てた。その後、
Ｘに対して、Ｙ及びＹの両親に対する接近禁止等
を命じる保護命令が発令されている。
　上記面接交渉調停は不成立となり審判手続に移
行した。審判手続で、Ｙは、間接交流（写真やプ
レゼントの送付、双方向の手紙のやりとりなど）の
実施を提案する一方で、その前提として、Ｘが自
身の暴力的な言動について父として反省している
旨を手紙にして渡すことを求めた。Ｘは、この要
望を拒否し、Ｙを激しく非難している。
　原審は、非監護親と子の面会交流は、子の福祉
に反すると認められる特段の事情のない限り、子
の福祉の観点からこれを実施することが望ましい
としたうえで、本件において特段の事情があるか
ないかについて検討した。そして、同居中のＸの
言動やＹと未成年者らの置かれている状況に照ら
してみれば、現時点でＸとＹとのやりとりを前提
とする面会交流を実施することは、子の福祉に反
すると認定した。他方で、Ｙに対し、4か月に 1
回程度、未成年者らの写真を送付するよう命じた。
　Ｘはこれを不服として抗告した。抗告審で、Ｘ
は、特段の事情のある場合には、面会交流が認め
られないと解すると、裁判官が子の福祉を口実に

どのようにでも介入できることになってしまうと
し、原審が採用した面会交流についての立場を批
判した。さらに、未成年者らについては、Ｘも共
同親権者であり、面会交流を制限することはでき
ないとも主張した。そして、第三者機関の援助を
受けて月 1回の面会交流、学校行事などへの参
加を求めた。

決定の要旨

　「……面会交流は、子の福祉の観点から決せら
れるべきであり、子の福祉に反すると認められる
特段の事情のある場合には、認められるべきでは
ないことが明らかで」、「特段の事情の有無は、裁
判官の主観的な判断ではなく、客観的で合理的な
判断によって決せられるのであるから、裁判官が
子の福祉を口実にどのようにでも介入できるとい
うことにはならない。また、共同親権者であるか
らといって、子の福祉の観点から子との面会交流
が制限されることがないということはできない
……」。
　「Ｙが、Ｘから同居期間中に受けた暴力及び暴
言、……等のストレスにより、心的外傷後ストレ
ス障害（心因反応）との診断を受け、現在も通院
を続けている様子を間近に見ることなどによっ
て、（次男が）心因反応を発症するようになった
ものと推認される。また、長男についても……Ｘ
の暴力や暴言によって引き起こされた強い不安は
ある程度記憶として残っているものと考えられ、
これに……Ｙの状況を間近に見ることなどによっ
て心因反応（情緒不安定）を発症するようになっ
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たものと推認される。
　このようなＹ、未成年者らの状況を踏まえると、
将来の良好な父子関係を構築するためには、Ｙの
負担を増大させてまで直接交流を行うことは、か
えって未成年者らのＸに対するイメージを悪化さ
せる可能性があるため、相当ではない」。
　「間接交流は、直接交流につなげるためのもの
であるから、できる限り双方向の交流が行われる
ことが望ましいと考えられる。原審が命じたよう
に未成年者らの近況を撮影した写真を送付するだ
けでは、双方向の交流とはならず、将来の直接交
流ひいてはＸと未成年者らとの健全な父子関係の
構築にはつながらない……。また、……双方向の
交流を開始する上で、（Ｘが反省している旨の）手
紙を渡すことが不可欠とまでいうことはできな
い。
　他方、Ｘが、直ちに……Ｙとの関係の改善を図
ろうとする姿勢に転ずることは期待することがで
きないので、間接交流によってＹの負担を増大さ
せることで、未成年者らに悪影響を及ぼすような
事態を生じさせることは避けなければならない」。
　「ＹにＸの……手紙を未成年者らに渡す義務の
みを課す（未成年者らに返事を書くことを指導す
るなどの義務は課さない。）こととするならば、
Ｙに大きな負担を課すことにはならず、かつ、双
方向の交流を図ることへつながる可能性がある
……。
　したがって、……写真の送付……に加えて、2
か月に 1 回、Ｘの……手紙を未成年者らに渡す
ことをＹに命ずるのが相当である」。

判例の解説

　一　本決定の意義
　近年、家裁実務において、面会交流が制限され
るのは、子の福祉を害すると認められる例外的な
場合に限られるとする考え方が定着しているとさ
れる１）。このような家裁の姿勢は面会交流「原則
的実施論」などと呼ばれている２）。本件の原審・
抗告審も、この考え方に基づき、面会交流の可否
及び方法を検討した。
　原則的実施論は、面会交流を円滑に実施するこ
とにより、子は「どちらの親からも愛されている
という安心感を得ることができ」、また「夫婦の
不和による別居に伴う子の喪失感やこれによる不

安定な心理状況を回復させ、健全な成長を図る」
ことができるとの前提に立つ３）。しかし、これに
対しては、次のような批判が提起されている。原
則的実施論は、面会が子どもに及ぼす影響は様々
であるという現実から目をそむけるものであり４）、
「子どもの利益を害するリスクが高い」５）。また、
面会交流を原則として実施するという前提に立つ
以上、例外のハードルが高くならざるを得ない６）。
実際、面会交流の禁止・制限事由であるはずの
DV虐待があっても面会を命じる裁判例が出てき
ている７）。
　原則的実施論により、監護親が例外的な事情を
証明できない限り、面会交流を認めるといった要
件事実的な捉え方がなされるようになっていると
すれば、面会交流の可否基準に及ぼす影響は少な
くないと考えられる８）。もっとも、実際には、面
会交流を「認めるべきかどうか」の判断は、「一
切の事情を総合的に検討して」行っているので
あって、理由付けとして原則的実施論に沿うよう
な言いかたをしているにすぎないのであれば、可
否基準は変わらないといえる９）。
　いずれにしても、原則的実施論が面会交流の可
否基準に及ぼす影響は、事案に照らして評価して
いくほかない。本件は、上記のように原則的実施
論の弊害として懸念されている DV 事案であり、
評価のものさしとして格好の素材である。

　二　面会交流を禁止・制限すべき事由の存否
　1980 年代の後半以降、面会交流を限定的に認
めるべきであるとする考え方から、原則として認
容するべきであるとの考え方が主流になるなかで
も 10）、非監護親の監護親に対する暴力等（DV11））
の存在は、面会交流を禁止・制限すべき事由と認
識されてきた 12）。また、非監護親による暴力が
なくとも、監護親が非監護親に対して精神的葛藤
や感情的反発を抱いている場合には、面会交流の
実施により、監護親と非監護親との間の紛争を再
燃させ、かえって子の福祉を害するおそれがある
として、面会交流を否定する裁判例もなお見られ
るところだった 13）。ところが、民法 766 条の改
正（平成 23 年）により、面会交流が子の監護に
関する事項の一つとして明文化され、原則的実施
論が浸透するようになるにつれて、暴力等が存在
する場合でも、当然には、面会交流は否定され
ない、との運用が強まっているとされている 14）。
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このような事案でも、調停で面会交流の実施を強
く求められ、これに応じなければ、審判で面会交
流の実施を命じられているというのである 15）。
　さて、父または母が、他方に対して言語的また
は物理的に暴力的な態度をとっている状況を目の
当たりにしてきた子は、そうでない子に比して、
抑うつや不安を呈しやすいとされ、現在の家裁の
実務においても、そのような態度が子の福祉に及
ぼす影響を考慮することが重要であることは、強
く意識されている 16）。それゆえ、本件のように、
監護親が、非監護親による DVにより PTSD を発
症しており、面会交流を行うと病状が悪化して子
に対して悪影響を及ぼす旨を主張する場合、診断
書や保護命令の決定書などから、DVの存否・態
様・PTSDの病状等を確認し、その内容によっては、
面会交流を禁止・制限すべき事由に当たるときも
あると解されている。この点は、原則的実施論に
立つ論者も認めるところである 17）。
　本件の原審・抗告審はともに DVの存否等を確
認したうえで、面会交流を禁止・制限すべき事由
に当たると認定した。原則的実施論に立ちつつも、
従来と同様に、DVの存在などは面会交流の禁止・
制限事由に当たることを明らかにした事案といえ
る。

　三　間接交流の可否・方法
　原審は、ＸとＹとのやりとりを前提とする面会
交流（間接交流を含む）の実施は子の福祉に反す
るとしたが、Ｘとのやりとりを前提とするもので
はないとして、Ｙに対し、未成年者らの写真を送
付するよう命じた。抗告審は、間接交流は、直接
交流につなげるためのものであり、双方向の交流
が行われることが望ましく、また、Ｙに大きな負
担を課すことにもならないので、写真の送付に加
えて、手紙を渡すことを命じた。
　家裁実務においては、面会交流を禁止・制限す
べき事由には、全面的に交流を禁止すべきものと、
直接交流のみを制限すべきものがあると認識され
ている。後者の場合、将来、直接交流を実現させ
るために必要な環境整備等を考慮しつつ、手紙の
やりとりや写真の送付等の間接交流の可否が検討
される 18）。本件の原審と抗告審は、ともに、間
接交流を可とした。しかし、原審は当事者間のや
りとりを前提としない点を重視したのに対し、抗
告審は双方向の交流に重きを置いたことから、方

法に差異が生じた。
　間接交流の可否も、子の福祉に照らして判断さ
れるべきである 19）。写真の送付などを「間接交流」
と呼ぶことの適否はおくとして 20）、本件のよう
な DV事案では、監護親や子の安全を確保するこ
とが重要であり、間接交流を命じる場合には、非
監護親に所在が知られないような配慮をするべき
であると指摘されている 21）。この観点から見る
と、抗告審が手紙を渡すことを追加したことにつ
いては、賛否のわかれるところだろう。手紙の受
け取りにより、所在を知られるおそれがあるから
である。主文には「〇〇宛てに送付した未成年者
らへの手紙」を渡さなければならないと記載され
ているだけなので、その点について十分に配慮さ
れているかどうかは定かでない。また、そもそも、
「手紙のやりとり」ではなく、「手紙を渡す」こと
が双方向の交流へとつながるのか。Ｙの置かれて
いる状況を考えれば、「手紙を渡す」ことも「大
きな負担」になるのではないのか。所在を知られ
るリスクをおかしてまで、あえて追加しなければ
ならない必然性はあったのか。疑問なしとしない。
　間接交流は、多くの場合、直接交流を命じるこ
とができないような事由が存在している場合に選
択されるが、直接交流の次善の策であると考える
べきではない 22）。むしろ、そのような事由が存
在しているがゆえに、どの方法が子の福祉に最も
適うかをより慎重に検討しなければならない。そ
の意味では、原審の判断が妥当だったと思われる。

　四　調査官の役割
　家庭裁判所は、調査官に事実の調査をさせるこ
とができ、調査を命じられた調査官は、調査結果
に意見を付して家庭裁判所に報告する（家事事件
手続法 58 条 1 項・3項・4項）。この制度は、原則
的実施論に基づく実務の運用につき、非常に重要
な役割を担っているとされる。「実務において、
裁判官が、調査官の意見と異なる判断をすること
は非常にまれであり、ほとんどの事案で、調査官
意見に沿った審判をする」からである 23）。それ
ゆえ、本来ならば面会交流を禁止・制限するべ
き事由である非監護親による DVが存在する場合
や、子どもが面会を拒否するとの意向を示してい
る場合でも、調査官から「直接交流を控えなけれ
ばならないような事情はない」との意見を付した
報告が出されれば、審判で、直接交流を命じられ



4 新・判例解説Watch4

新・判例解説 Watch ◆ 民法（家族法）No.81

ることは避けられないとされる 24）。
　本件では、調査官から「未成年者らの側に面会
交流を控えなければならないような事情はうかが
えない」との意見が出されていた。原審は、まず
2人の医師の意見書には、いずれも、未成年者ら
は心因反応と診断されるので、Ｘとの面会は控え
ることが望ましいと記載されていたことに留意し
た。そして、調査官報告には、ＸとＹの対立が深
刻なことから、当事者間で面会交流を調整するこ
とは極めて困難であると思われるなどの意見が付
されていたことを考慮し、子の福祉に反する特段
の事情があると判断した。抗告審は、未成年者ら
の事情に関する調査官の意見は医師の診断結果を
左右するものではないとして、同じ結論に達した。
調査官からも直接交流に否定的な意見が出されて
いたことから、懸念されているような事態とは異
なる。しかし、本件では、未成年者らの状況につ
いて、調査官意見とは異なる医師の意見を尊重し、
「調査官意見に沿った審判」は下されなかった。
裁判官にはできない調査技法を駆使した成果とし
て、調査報告書は重要である 25）。しかし、それ
を盲目的に重視し、子の福祉に反する事態を招く
ようなことがあってはならない。本件は、専門家
である調査官と医師の意見を総合考慮して、事実
認定を適正に行った事案と評価できるのではない
だろうか。
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